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１ 令和２年度事務事業の概況 

 

（１）総括 

新型コロナウイルス感染症は、今もなお市民生活・経済活動に甚大な影響を与え続けています。

企画調整局では、「with コロナ」・「ポストコロナ」時代に対応するべく、危機感を持って様々な

取り組みを進めました。 

また、わが国全体が本格的な人口減少時代に入り、東京一極集中、圏域での二極化が顕著にな

る中で、本市の人口も減少傾向にありますが、人口規模に偏重することなく、神戸が持つ魅力・

都市ブランド力をさらに磨き、まちの質・くらしの質を高め、選ばれるまちとして、市民・来街

者が神戸ならではの魅力を実感できる上質なまちをめざしてきました。 

そのために、市政の基本的施策の企画立案や新たな行政課題への対応、施策の総合的・計画的

な執行を確保するための事業調整等、各局と連携・協調しながら、これからの神戸の成長を支え

る様々なプロジェクトを実施しました。 

 

（２）主要事務事業の概要 

 

１．駅周辺等のリノベーションによるまちづくり 

（１）名谷駅前  〔22,002 千円〕 

躍動する多世代共生のまちをめざすため、名谷駅前において地域主体のエリアマネジメ

ントの仕組みづくりを進めるとともに、住み替え促進を検討するための基礎的調査を実施

しました。また、柔軟な働き方を支援し潜在労働力を活用するとともに、IT の担い手の育

成を行う“はたらき Factory KOBE”を開設しました。 

 

（２）垂水駅前  〔15,739 千円〕 

移転新築される垂水体育館への安全・安心でわかりやすいアクセス検討を行いました。 

 

（３）駅前空間向上のための美装化・賑わいの創出  〔613 千円〕 

令和元年度までに行った「利用者視点に立った駅前空間の点検調査」、「駅前空間利活用検

討」に基づき、駅前の憩い・賑わい空間を創出しました。駅前整備にあたっては関係部局と

連携し、専門家の知見を得ながらデザイン性に優れた整備の検討や、駅での広告等広報を実

施しました。 

 

（４）HAT 神戸  〔11,000 千円〕 

兵庫県立美術館を核としたミュージアムロードの流れをなぎさ公園まで展開するため、公

園内に設置する新たなシンボルアートを県市協調で制作しました。 
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（５）地下鉄海岸線沿線の活性化  〔55,948 千円〕 

地下鉄海岸線沿線地域における賑わい創出や活性化をはかるため、プロモーション WEB サ

イト「シタマチコウベ」を基盤とした地域の魅力発信を行いました。あわせてアーティスト・

クリエイター等の転入・集積の促進をはかるため、民間事業者が沿線地域内において新たな

活動拠点を開設する費用に対する助成を行いました。 

また、交通局と連携して「地下鉄海岸線中学生以下無料化社会実験」を引き続き実施しま

した。 

さらに、兵庫県が整備を進める「県立兵庫津ミュージアム」の開館に向けて、兵庫運河か

ら当該施設への徒歩アクセスを向上させるため、イオンモール神戸南側プロムナードを大輪

田橋まで延伸しました。 

 

２．都市戦略の検討 

（１）神戸 2020 ビジョンの推進・神戸 2025 ビジョンの策定  〔43,438 千円〕 

最終年度を迎えた「神戸 2020 ビジョン」の総括検証・評価を実施し、課題や今後の方向性

について整理を行いました。また、地方版総合戦略としての位置づけを有する「神戸 2025 ビ

ジョン」を策定し、テーマに掲げた「海と山が育むグローバル貢献都市」の実現に向けた多

様な施策や数値目標等を盛り込みました。 

さらに、地方創生に関する国や県の交付金を活用し、人口減少社会に対応した先進的な取

り組みを推進したほか、本市を取り巻く社会経済情勢の変化に伴う課題の解決に向け、政策

調査を行いました。 

 

（２）統計解析・データに基づく政策立案  〔646,383 千円〕 

国勢調査をはじめ、各種基幹統計調査を実施するとともに、各種統計資料の収集・整理・

分析を行い、基礎データを充実させるための環境整備を推進しました。 

また、神戸市情報マップ（市民公開型 GIS）をリニューアルして印刷等の機能を拡充し、

個別で公開していた地理情報を集約して地図上に表示することにより、わかりやすく情報提

供できるように整えました。さらに、庁内データ利活用連携基盤の検討を行いました。 

 

（３）都市戦略研究の推進  〔4,514 千円〕 

都市戦略の研究機能として、課題に即応した調査・研究を行うことで迅速な政策形成につ

なげるとともに、職員提案の施策化や職員の研究発表の場作りに取り組むことで職員の政策

形成能力の向上をはかりました。 

 

（４）広域行政・広域連携の推進  〔55,541 千円〕 

国や県からの事務移譲を適切に進めるとともに、指定都市市長会等を通じて全国の指定

都市との連携を深め、特別自治市等の大都市制度について議論・意見交換、国への要望等を

実施しました。 

また、兵庫県・神戸市調整会議等を通じ、兵庫県との連携を推進するとともに、近隣市町

等と都市間連携を進めるほか、関西広域連合において、府県域を越えて広域的な行政課題に

関西全体で取り組みました。 
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（５）男女共同参画社会の実現  〔98,532 千円〕 

令和３年度から７年度までを計画期間とする「神戸市男女共同参画計画（第５次）」を

策定しました。 

また、男女共同参画センター（あすてっぷKOBE）の管理運営を行うとともに、より一層

の女性活躍やワーク・ライフ・バランスを推進する啓発、女性相談員による女性向けの相

談を実施しました。 

さらに、女性が社会の様々な分野の活動に参画するための学びの場としての神戸婦人大

学や、女性の文化と教養を高めるための社会教育施設として婦人会館を運営しました。 

 

（６）きめ細かで持続可能な交通環境の形成  〔38,829 千円〕 

客観的なデータを有効活用して移動需要を把握するとともに、移動需要に応じたバス路線

を設定するための「基本的な考え方」の策定に向けた検討を交通局とともに進めました。 

また、新たなモビリティサービスの導入の実現に向け、地域・民間事業者による自動運転

や電動キックボードの実証実験への支援を行いました。 

 

（７）エネルギー政策の推進  〔107,139 千円〕 

①低炭素都市をめざしたエネルギー政策の推進 

水素スマートシティ神戸構想を推進するため、地元企業等が実施する先駆的な実証事

業への支援を行うとともに、新たな水素ステーションの誘致検討等、水素の利活用拡大

に取り組みました。また、低炭素な都市づくりに向け、新たな再生可能エネルギーの導

入の可能性を調査するとともに、市民理解を深めるため、エネルギー政策の普及啓発に

取り組みました。 

 

②海洋産業振興の検討・推進 

海洋産業の振興に向けて、幅広い分野における企業・学識者・関係機関を交えた検討

を行い、ロードマップ等を作成しました。 

また、大学や研究機関等と連携して、地元中小企業への技術開発支援を行うとともに、

海洋人材育成協議会等を通じた海洋産業の人材育成・普及啓発を実施しました。 

 

３．都市魅力の創造・発信 

（１）都市プロモーションの展開  〔83,508 千円〕 

①東京圏での都市プロモーション・ネットワークづくり 

コワーキングスペースに拠点を設けるとともに、神戸市のプロモーションやネットワ

ークの構築、企業誘致を担う民間人材であるチーフ・エバンジェリストを活用して東京

圏での情報発信に取り組みました。 

また、神戸ファンを創出する SNS アカウント「つぶやこうべ」の試行運用や、子ども

向け社会体験無料アプリ「ごっこランド」を活用した情報発信等、神戸市の魅力の発信

や関係人口の創出に向けた非対面での取り組みを進めました。 
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②移住促進事業 

東京圏の移住希望者が多く訪れる「ふるさと回帰支援センター」内に神戸市の相談 

ブースを設置し、相談対応や情報発信に取り組みました。 

さらに、「神戸版地域おこし協力隊」を継続して実施するとともに、神戸のくらしの

魅力を伝える移住定住支援サイト「こうべぐらし」の創設や、不動産関連事業者と連携

した転居検討者に対する集中的なプロモーション等を実施しました。 

 

（２）公立大学法人神戸市外国語大学  〔1,263,196 千円〕 

「神戸グローバル教育センター」の令和３年度設立に向けた取り組みや、国が実施する高

等教育の修学支援新制度に則った入学金・授業料減免の実施、さらに、新型コロナウイルス

感染症対策として大学独自の授業料等減免制度を拡充するなど、大学の魅力向上や学生支

援の充実に向けた取り組みを支援しました。 

 

（３）「Be Smart KOBE」の推進  〔53,647 千円〕 

先進的な技術を活用して、人間中心の目線で社会課題を解決する「Human×Smart」なまち

を実現することを目標に、市内で技術実証・実装に取り組む事業者を公募・選定し、各種実

証に向けた支援を行いました。 

また、デジタル技術を通じた幅広い分野のデータの利活用によって、市民生活の質の向上

につながるデジタルサービスの創出をめざし、分野間のデータを連携する基盤（都市 OS）

の構築に向けた調査・研究として「神戸市スマートシティ推進会議」を開催し、国内外の先

進動向やデータ保有主体、事業の推進体制、デジタル技術を用いた市民サービスのあり方等

について議論しました。 

 

（４）クロスメディアイベント「078KOBE」の開催支援  〔32,604 千円〕 

神戸は様々な若者を受け入れるとともに、若者の活躍を支援するまちであることを市内外

に PR するため、産学官連携により、音楽・映画・IT等の複合的な分野横断イベント「078KOBE」

の開催を支援しました。   

 

４．産学官民との「つなぐ」の推進による協働と参画のまちづくり 

（１）産学官民連携による横断的な政策課題の解決 

複数部局にまたがる政策課題や行政だけでは解決できない課題を汲み取り、関係部局との

「つなぎ」を進め、あわせて市民・民間企業との「つながり」を創出し、子どもたちの学習

支援の取り組み等、スピーディに課題解決に取り組みました。 

 

（２）地域コミュニティ施策の推進  〔141,712 千円〕 

地域コミュニティ施策の基本指針に基づき、多様な地域特性に応じた地域活動への支援を

行うなど地域コミュニティ施策を推進しました。 

また、ふれあいのまちづくり事業では、地域の福祉活動や交流活動の拠点として、地域福

祉センターの新築整備・管理運営を行うとともに、ふれあいのまちづくり協議会が主体的に

取り組む地域活動を支援しました。 

さらに、「KOBE 社会貢献プラットフォーム」において、オンラインも活用しながら、NPO 活

動や地域活動への学生の参画を促すとともに、社会貢献活動を希望する人材と地域団体等を

つなぐなど、地域社会の課題解決に取り組みました。 
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（３）KOBE 学生地域貢献スクラム  〔25,911千円〕 

新型コロナウイルス感染症の影響により困窮する学生を支援するため、社会課題の解決

に向けて社会貢献活動に参加した学生に一定の支援金を給付する「KOBE 学生地域貢献スク

ラム」を実施しました。 

 

（４）大学発アーバンイノベーション神戸  〔18,279千円〕 

神戸市の地域課題・行政課題の解決や高度人材の発掘・育成・循環の枠組みづくりを目的

に、若手研究者に対する研究活動経費助成制度（大学発アーバンイノベーション神戸）を実

施しました。 

 

（５）公民連携（PPP）の推進  〔22,930 円〕 

包括連携協定の締結および協定に基づく連携事業の実施等、市と事業者が対等なパート

ナーとして、互いにメリットのある関係を築き、各々の強みを活かすことのできる効果的・

効率的な公民連携に取り組みました。 

「CO+CREATION KOBE Project（民間提案型事業促進制度）」を実施し、行政課題の解決に

つながる良質な提案を募り民間の事業化を促進しました。 

 

５．「創造都市・神戸」の推進  〔146,933 千円〕 

子どもの創造的学びのプラットフォームの構築をめざし、「こどもの創造的学びのビジョ

ン」を策定したほか、企業等の活動に対する助成を行いました。 

また、ユネスコ創造都市等、様々なネットワークを活用した海外および国内都市との連携・

交流事業を推進するほか、職員のデザイン力の向上をめざし、民間人材をクリエイティブデ

ィレクターとして２人配置するなど、デザインを活用した行政課題の解決に取り組みました。 

   さらに、指定管理者による KIITO の運営を通じ、多様な人材の育成や市民の創造性を高め

るプログラムを実施しました。 

 

６．神戸医療産業都市の推進 

（１）神戸未来医療構想の推進（地方大学・地域産業創生交付金事業）  〔471,541千円〕 

神戸医療産業都市において医療機器開発のエコシステムを形成するため、神戸大学医学

部附属病院国際がん医療・研究センター（ICCRC）に、産学官連携による実証拠点（リサー

チホスピタル）を整備し、AI・5G等の先端技術を活用した医療機器の研究開発や医工連携

人材の育成を行いました。 

 

（２）神戸リサーチコンプレックス推進事業  〔13,060千円〕 

「健康“生き活き”羅針盤リサーチコンプレックス」から生まれた「健康関数」・「市民

PHR」等の研究成果を事業化に向けて発展させ、その成果を市民や社会に広く還元する土壌

づくりに取り組みました。 

 

（３）次世代医療開発センター（HBI）の整備・運営  〔956,990千円〕 

共用機器設備・動物実験施設を備えた「次世代医療開発センター（HBI）」を整備・運営

し、新たな研究開発の推進に取り組みました。また、（公財）神戸医療産業都市推進機構と

神戸市民病院機構の連携により、研究シーズを円滑に臨床研究につなぐ橋渡し機能の強化

に取り組みました。 
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（４）スタートアップエコシステムの構築事業  〔122,990 千円〕 

「クリエイティブラボ神戸（CLIK）」２階にシェアラボを開設し、事業化を支援すること

により、スタートアップの成長と定着をはかりました。また、スタートアップに加え、オー

プンイノベーションを望む企業・団体等とともにエコシステムの構築に取り組みました。 

 

（５）スーパーコンピューティング拠点形成の促進  〔170,091 千円〕 

令和３年３月に共用開始した「富岳」等のスーパーコンピュータの利活用に向け、地域に

貢献する研究・人材育成事業への支援により、世界最高水準のスーパーコンピューティング

拠点の形成を促進しました。 

 

（６）「（公財）神戸医療産業都市推進機構」への支援  〔1,238,666 千円〕 

①研究開発の推進 

研究開発支援基金の造成を通じて、研究基盤の強化をはかるとともに、進出企業・団体

間で実施される共同研究・共同事業等を支援することにより、クラスター内の連携・融合

によるイノベーションの創出を促進しました。 

 

②都市運営・広報事業 

都市運営委員会やメディカルクラスター連携推進委員会の開催を通じ、進出企業・団体

の意見・ニーズの集約や課題解決をはかることで都市環境を充実させました。また、市民

の認知度向上に向けた一般公開のオンライン実施や、国内外の企業や研究者に向けた戦

略的な PR 活動を展開することで、医療関連企業や研究者等のさらなる集積につなげまし

た。 

 

③国際展開の推進 

海外クラスターとの人的ネットワークの形成や国際的なオンラインイベントの開催等 

を推進することにより、神戸医療産業都市の国際的なプレゼンスの向上をはかるととも

に、進出企業の国際展開を支援しました。 

 

④産学官連携事業の促進によるオープンイノベーションの推進 

神戸発の医薬品・医療機器等の開発を促進するため、シーズ・ニーズを有する団体間の

連携を強化するとともに、産学官医連携イベントを通じたマッチング機会の提供や、KBIC

ワンストップサポート・PMDA 戦略相談連携センターの活用により事業化を支援しました。 

 

⑤医療機器分野開発支援 

医療機器の研究開発・事業化に向けた総合的な支援体制である「医療機器等事業化促進

プラットフォーム」や関連施設の運営等により、医療産業都市進出企業や地元中小企業の

事業化を支援しました。 

 

⑥ヘルスケア分野開発支援 

休養・栄養・運動等、市民の生活に近いヘルスケア分野において、企業・研究者・市民

の参画により、科学的根拠に基づく効果や実用性に裏打ちされた製品・サービスの開発を

促進しました。 
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⑦創薬・バイオ分野開発支援 

AI等のIT技術を導入した創薬手法であるインシリコ創薬を容易に可能とするアプリケ

ーションの開発や人材育成を支援するとともに、再生医療に関する勉強会の実施やアカ

デミアと企業の共同研究を推進しました。 

 

（７）介護・リハビリロボット開発・導入促進事業  〔9,200 千円〕 

開発企業に対するワンストップの支援窓口による総合的な開発支援を展開するとともに、

開発費の補助や介護ロボット等の活用に関するセミナーの実施等により、神戸発のユーザ

ビリティーの高い介護ロボット等の開発・導入を促進しました。 

 

（８）国際医療交流の推進  〔15,000 千円〕 

神戸大学と連携し、ICCRC に設置した窓口において、新型コロナウイルス感染症の感染状

況にも配慮し、主に書面で治療方針を示すカルテ診により海外患者の受け入れを行いまし

た。また、友好都市の中国・天津市等のネットワークを活用しながら、神戸の医療技術を世

界に向けて発信しました。 

 

（９）企業誘致の推進・中核施設の運営支援  〔1,740,815 千円〕 

国内で開催される医療関連の展示会への出展や各種セミナーの実施、企業訪問等を通じ

て、医療関連企業の誘致を進めるとともに、スタートアップを含む様々な企業や研究機関の

幅広いニーズに応えたオープンイノベーション拠点「CLIK」の整備や中核施設の運営を支援

しました。 

 

（10）WHO 神戸センター運営支援  〔117,000 千円〕 

国際的な社会貢献をはかるため、WHO神戸センターの運営を支援しました。 

 

（11）新型コロナウイルス感染拡大防止に資する製品・技術開発支援  〔50,000千円〕 

新型コロナウイルス感染症対応開発支援補助金を活用して、（株）メディカロイドの自動 PCR

検査ロボットシステムの開発および社会実装への支援を行いました。 

 

７．新産業の育成・集積 

（１）グローバル規模でのスタートアップ支援プログラムの展開  〔181,980 千円〕 

シリコンバレーを中心に世界的に活動するアクセラレータ（スタートアップの育成支援団

体）である「500 Startups」と連携し、新型コロナウイルス感染症関連の社会課題解決をテ

ーマとしたアクセラレーションプログラムをオンラインで実施しました。 

あわせて、兵庫県とともにファンドを創設し、スタートアップへの資金提供を行うことで、

成長支援を行う基盤を整備しました。 

また、大学生等を対象とした起業家マインドを醸成するプログラムや高校生主体のプログ

ラミング教室等をオンラインで実施し、将来の起業家候補の裾野拡大に取り組みました。 
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（２）官民一体型新ビジネス創出事業（アーバンイノベーション神戸）の実施  〔47,154 千円〕 

 起業家の発掘・育成と社会課題解決を実現すべく、本市が抱える地域・行政課題に対して、

スタートアップと行政職員が協働で解決手法の創出とビジネス展開をめざす「アーバンイ

ノベーション神戸」を実施するとともに、先進的な取り組みを広く発信するため、「GovTech 

サミット」を開催しました。 

 

（３）UNOPS グローバル・イノベーションセンターの開設に向けた整備  〔61,202 千円〕 

国連プロジェクトサービス機関（UNOPS）による SDGs 上の国際的な課題の解決をめざすイ

ンキュベーション施設の開設に向けた整備を行いました。 

 

（４）ビジネススクエア「ANCHOR KOBE」の整備  〔142,735 千円〕 

スタートアップや医療産業都市進出企業、神戸の地場ものづくり企業、大学等の様々な知

が集結・交流し、イノベーションの創出や新たな連携促進を目的としたビジネススクエア

「ANCHOR KOBE」を神戸三宮阪急ビルに整備しました。 

 

（５）国内外のスタートアップ集積促進等 〔91,952 千円〕 

米国西海岸の IT・航空宇宙分野関連企業等との経済・人材交流を目的として設置した「神

戸シアトルビジネスオフィス」および「シリコンバレーオフィス」において、米国 IT企業・

スタートアップの誘致活動や日本のスタートアップの米国進出支援の強化を行うなどビジ

ネス交流を促進しました。 

   また、兵庫県との協調補助によるスタートアップ企業の集積促進に取り組みました。 

 

（６）就職氷河期世代の支援  〔50,936 千円〕 

新型コロナウイルス感染症で雇止めになった方および就職氷河期世代を支援するため、

SNS と AI を活用したキャリアカウンセリング・キャリアアップサポート事業を実施しまし

た。 

 

８．企業誘致等の推進 

（１）オフィスビル建設促進制度の創設  〔12,686 千円〕 

新たな都市活力や雇用の場を創出し、市内経済の活性化をはかるため、オフィスビル供給

のインセンティブとして「神戸市企業立地等の促進のための支援措置に関する条例」を制定

し、さらなる企業誘致に取り組みました。 

 

（２）都心エリア等への企業誘致の強化  〔206,181 千円〕 

不動産事業者等と連携しながら、都心エリアにおける最新の市況を把握し、WEB でのセミ

ナーを実施するなど情報収集・発信に取り組むとともに、企業拠点移転補助の要件緩和をは

かるなど、制度を拡充し積極的に企業誘致を推進しました。 

 

（３）企業誘致の推進  〔339,083 千円〕 

民間ノウハウを活用した情報収集・発信に努め、引き続き産業団地への税軽減等のインセ

ンティブを活用するとともに、関係機関との連携をはかり、成長が期待できる戦略産業等の

誘致を進めました。 
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（４）外国・外資系企業の誘致  〔20,322 千円〕 

医療・IoT・AI・スマートエネルギー等の成長分野で世界をリードする欧州企業を誘致する

ため、ドイツに欧州オフィス「Wirtschafts-Offensive Kobe」を新たに配置し、ドイツを中

心に欧州でのネットワークを広げたほか、JETRO（日本貿易振興機構）等と連携し、外国・外

資系企業の誘致に取り組みました。また、さらなる経済成長が期待されるアフリカとの交流

促進を行いました。 

 

９．ICT 戦略の推進 

（１）ICT 等を活用した働き方改革等の推進  〔916,665 千円〕 

ICT 活用による区役所等での手続きの簡素化に取り組むとともに、行政事務センターにお

いて定型的な行政手続きにかかる対応等を集中することにより業務効率の向上、市民サービ

スの向上に取り組みました。さらに、業務生産性向上や時間・場所の制約のない働き方を実

現するため、テレワークの普及促進やフリーアドレスオフィスの推進（庁内無線LANの整備）、

庁内電話のモバイル化（本庁舎１号館）、ペーパーレス化に取り組みました。 

 

（２）社会保障・税番号制度の運用  〔489,634 千円〕 

市民の利便性向上や効率的な行政サービスの提供に向け、引き続き、自治体間の情報連携

システムについて、情報セキュリティを確保しつつ安定的に運用しました。 

また、マイナンバーカードを利用した市民サービスの向上に取り組むとともに、マイナン

バーカードの交付促進のため、三宮に加え令和２年 12 月に学園都市・谷上・新長田にサテ

ライトを拡充し、令和２年９月に利用開始されたマイナポイントの普及・啓発を行いました。 

 

（３）庁内情報システムの全体最適化  〔2,097,899 千円〕 

モバイルワーク等の働き方改革を下支えする庁内 ICT 基盤の効率的・安定的な運用に努め

るとともに、情報システムの最適化等を推進しました。 

 

10．市政課題への対応 

（１）教育行政支援事業  〔441 千円〕 

教育大綱の実現に向けて、教育委員会と市長部局が連携し、総合教育会議において教育大

綱の取り組み状況の確認、いじめ問題再調査委員会の提言に関する検証・評価に取り組みま

した。 

 

（２）外郭団体改革の推進  〔7,475 千円〕 

   外郭団体の新たなマネジメント方策の構築をはかるとともに、外部の専門家による経営

状況等の調査や団体の事業目的・内容等と市政の方向性の共有・確認等を行い、外郭団体が

自律的で強固なガバナンス機能を確立するために必要な支援・調整を行いました。 
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令和２年度事務事業の概況【新型コロナウイルス感染症関連施策】（再掲） 
 

 

１．神戸市外国語大学の授業料等減免制度の拡充  〔17,107 千円〕 

新型コロナウイルス感染症対策として、大学独自の授業料等減免制度を拡充し、大学の魅力向

上や学生支援の充実に向けた取り組みを支援しました。 

 

２．うちで過ごそうアートプロジェクト  〔12,280 千円〕 

 新型コロナウイルス感染症の影響により、外出の自粛を余儀なくされている市民への感染症拡

大防止の啓発に加え、在宅で楽しめるコンテンツの提供や、アーティストの発表の場の創出に取

り組みました。 

 

３．KOBE 学生地域貢献スクラムおよび KOBE 学生サポートの実施  〔71,693 千円〕 

新型コロナウイルス感染症の影響により困窮する学生を支援するため、社会課題の解決に向け

て社会貢献活動に参加した学生に一定の支援金を給付する「KOBE 学生地域貢献スクラム」を実

施しました。 

また、ふるさと納税を活用した助成制度を新設し、市内大学等が独自に実施する学生向けの経

済支援・学習支援の取り組みをサポートしました。 

 

４．「with コロナ KOBE 応援プラットフォーム」の運営  〔5,200 千円〕 

with コロナで「困っている市民」に対して「応援したいこと」を募集し、さらに「応援したい

こと」を実現するチームづくりを行うための「with コロナ KOBE 応援プラットフォーム」を運営

し、具体的な支援の取り組みにつなげました。 

 

５．ソーシャルビジネス推進助成の実施  〔1,500 千円〕 

 ソーシャルビジネス推進助成において、「with コロナ」時代での課題解決をめざすソーシャル

ビジネスを募集し、「新たな生活様式」に対応したサービス提供等を行う団体に対して助成を行

いました。 

 

６．子どもの安全な居場所確保のための屋外活動への助成  〔8,939 千円〕 

近隣の公園や自然環境を活用した少人数で身体接触を伴わない「子ども向け屋外プログラム」

を実施する団体に対して助成を行いました。 

 また、新型コロナウイルス感染症の影響により休校となった子どもたちを見守るための居場所

づくりや弁当配布を実施する団体に対して助成を行いました。 

 

７．新型コロナウイルス感染症拡大防止に資する製品・技術開発支援 〔50,000 千円〕 

新型コロナウイルス感染症対応開発支援補助金を活用して、（株）メディカロイドの自動 PCR 検

査ロボットシステムの開発および社会実装への支援を行いました。 
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８．スタートアップの技術活用およびオンラインでの営業機会等提供  〔20,262 千円〕 

全国のスタートアップから新型コロナウイルス感染症対策および「新しい生活様式」となり得

るテクノロジーや提案を募集し、実証実験に取り組みました。 

また、オンラインでのマッチングやイベント開催によるスタートアップの営業機会拡大等の場

を提供しました。 

 

９．職員の在宅勤務等の拡大対応等  〔81,758 千円〕 

 新型コロナウイルス感染症を踏まえた出勤抑制に対応するため、在宅勤務時に庁内システムに

アクセスするための専用通信端末の追加配付や職員間の Web 会議システムの機能増強、在宅勤務

用の公用携帯の配付等を行いました。 

 

10．クラウドサービスを活用した特別定額給付金の申請状況確認サービス等の構築 

クラウドサービスを活用し、特別定額給付金の申請状況検索サービス・自動音声案内サービス

やチャットボットによる受診先・相談先案内、新型コロナウイルス感染症の統計情報のダッシュ

ボード化等市民向け各種サービスを早期に構築しました。 

 

 

 


















